
※１　「第一次検定・第二次検定」受検会場

※２　「第二次検定」のみ受検会場

※各種目ごとの詳細については次ページ以降をご確認ください。

【お問い合わせ先】

管工事： 042-300-6855

電気通信工事： 042-300-0205

造園： 042-300-6866

ホームページアドレス： https://www.jctc.jp/
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令和６年度 ２級 管工事・電気通信工事・造園 施工管理技術検定

「第二次検定」の合格者の発表について

令和６年１１月１７日（日）に実施した２級管工事・電気通信工事・造園施工管理技術検定「第

一次検定・第二次検定」の合格者が決定し、令和７年３月５日（水）に発表となりましたのでお知

らせします。

当該技術検定は、建設業法第27条及び第27条の2の規定に基づいて、国土交通省から試験

機関として指定を受けている一般財団法人全国建設研修センター（理事長 上田 洋平）が実施

しています。

「第二次検定」の合格者については、それぞれ「２級管工事施工管理技士」、「２級電気通信

工事施工管理技士」、「２級造園施工管理技士」と称することができ、所定の手続きを行うことで

国土交通大臣から第二次検定合格証明書が交付されます。

試験問題については一般財団法人全国建設研修センターのホームページにて

公表しています。

公表期間：令和６年１１月１８日（月）から１年間。



●別紙　２級管工事施工管理技術検定

試験実施状況及び合格者数

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

札　幌 152 87 57.2 179 118 65.9 331 205 61.9

青　森 45 25 55.6 56 33 58.9 101 58 57.4

仙　台 269 145 53.9 333 204 61.3 602 349 58.0

東　京 1,045 598 57.2 1,393 940 67.5 2,438 1,538 63.1

新　潟 80 55 68.8 128 83 64.8 208 138 66.3

金　沢 125 78 62.4 104 60 57.7 229 138 60.3

名古屋 357 214 59.9 395 275 69.6 752 489 65.0

大　阪 477 302 63.3 646 448 69.3 1,123 750 66.8

広　島 192 99 51.6 217 136 62.7 409 235 57.5

高　松 160 96 60.0 172 112 65.1 332 208 62.7

福　岡 334 184 55.1 396 249 62.9 730 433 59.3

鹿児島 120 67 55.8 75 43 57.3 195 110 56.4

那　覇 30 17 56.7 70 40 57.1 100 57 57.0

計 3,386 1,967 58.1 4,164 2,741 65.8 7,550 4,708 62.4

（参考　令和５年度）

計 5,004 3,980 79.5 5,381 4,572 85.0 10,385 8,552 82.3

試験地
第一次検定・第二次検定※１ 第二次検定※２

※１　「第一次検定・第二次検定」同時受検者の内、第一次検定に合格し第二次検定を受検した者
※２　「第二次検定」のみを受検した者

合計

　当該技術検定は令和６年１1月１7日に実施。受検者数と合格者数、合格率は下記のとおり
であり、合格基準は得点が６０％以上。

・令和6年度の7,550名が受検。令和5年度の10,385名と比して2,835名の減少。
・令和6年度の4,708名が合格。令和5年度の8,552名と比して3,844名の減少。

　今回合格を発表した第二次検定は、旧受検資格の「学歴ごとに定められている卒業後の一
定の実務経験年数を有する者」と、新受検資格の「学歴に関係なく第一次検定合格後の一定
の実務経験年数を有する者」が受検可能となっている（なお、令和１０年度までは、制度改正
前の第二次検定の旧受検資格での受検が可能となる経過措置が設けられている）。



２級管工事施工管理技術検定

「第二次検定」合格者　属性

（属性のパーセンテージは、小数第２位を四捨五入しております。）

①試験地別

②勤務先別

③年齢別

④男女別

⑤学歴別

札幌
4.4%

青森
1.2%

仙台
7.4%

東京
32.7%

新潟
2.9%

金沢
2.9%

名古屋
10.4%

大阪
15.9%

広島
5.0%

高松
4.4%

福岡
9.2%

鹿児島
2.3%

那覇
1.2%

公務員・独法等
2.5%

大臣許可管工事業
27.9%

大臣許可その他
4.3%

知事許可管工事業
42.5%

知事許可その他
11.7%

建設業許可無し
3.7%

建設コンサルタント
0.3%

その他
7.0%

２５歳未満
6.0%

２５歳～２９歳
22.1%

３０歳～３４歳
17.8%

３５歳～３９歳
14.4%

４０歳～４４歳
13.5%

４５歳～４９歳
11.9%

５０歳～５４歳
8.8%

５５歳以上
5.5%

男性
88.9%

女性
10.8%

無回答
0.3%

大学
45.4%

短大・高専
9.8%

高等学校
39.9%

中学校
4.6%

その他学校
0.3%



●別紙　２級電気通信工事施工管理技術検定

試験実施状況及び合格者数

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

札　幌 37 19 51.4 117 62 53.0 154 81 52.6

青　森 17 10 58.8 38 15 39.5 55 25 45.5

仙　台 61 33 54.1 149 73 49.0 210 106 50.5

東　京 193 101 52.3 678 387 57.1 871 488 56.0

新　潟 12 6 50.0 55 33 60.0 67 39 58.2

金　沢 29 13 44.8 69 37 53.6 98 50 51.0

静　岡 22 10 45.5 51 26 51.0 73 36 49.3

名古屋 64 26 40.6 218 115 52.8 282 141 50.0

大　阪 81 35 43.2 294 162 55.1 375 197 52.5

広　島 27 16 59.3 104 59 56.7 131 75 57.3

高　松 33 14 42.4 123 67 54.5 156 81 51.9

福　岡 65 33 50.8 232 125 53.9 297 158 53.2

鹿児島 11 6 54.5 34 19 55.9 45 25 55.6

那　覇 7 2 28.6 22 8 36.4 29 10 34.5

計 659 324 49.2 2,184 1,188 54.4 2,843 1,512 53.2

（参考　令和５年度）

計 999 366 36.6 2,550 924 36.2 3,549 1,290 36.3

第二次検定※２

※１　「第一次検定・第二次検定」同時受検者の内、第一次検定に合格し第二次検定を受検した者
※２　「第二次検定」のみを受検した者

合計
試験地

第一次検定・第二次検定※１

　当該技術検定は令和６年１1月１7日に実施。受検者数と合格者数、合格率は下記のとおりであり、合
格基準は得点が６０％以上。

・令和6年度の受検者数は、2,843名。令和5年度の受検者数3,549名と比して706名の減少。
・令和6年度の合格者数は、1,512名。令和5年度の合格者数1,290名と比して222名の増加。
　（女性の合格者数は令和6年度 61名。令和5年度 48名と比して13名の増加。）
・令和6年度の合格率は53.2％。令和5年度の合格率36.3％と比して16.9％の増加。

　今回、合格を発表した第二次検定は、旧受検資格の「学歴ごとに定められている卒業後の一定の実
務経験年数を有する者」と、新受検資格の「学歴に関係なく第一次検定合格後の一定の実務経験年数
を有する者」が受検可能となっている（なお令和１０年度までは、制度改正前の第二次検定の旧受検資
格での受検が可能となる経過措置が設けられている）。



２級電気通信工事施工管理技術検定

「第二次検定」合格者　属性

（属性のパーセンテージは、小数第２位を四捨五入しております。）

①試験地別

②勤務先別

③年齢別

④男女別

⑤学歴別

札幌
5.4%

青森
1.7%

仙台
7.0%

東京
32.3%

新潟
2.6%

金沢
3.3%

静岡
2.4%

名古屋
9.3%

大阪
13.0%

広島
5.0%

高松
5.4%

福岡
10.4%

鹿児島
1.7%

那覇
0.7%

公務員・独法等
2.2%

大臣許可電気通信工事業
39.0%

大臣許可その他
12.0%

知事許可電気通信工事業
25.3%

知事許可その他
15.4%

建設業許可無し
1.9%

建設コンサルタント
0.8%

その他
3.4%

２５歳未満
0.7%

２５歳～２９歳
9.4%

３０歳～３４歳
12.8%

３５歳～３９歳
13.1%

４０歳～４４歳
16.5%

４５歳～４９歳
19.1%

５０歳～５４歳
15.1%

５５歳以上
13.2%

男性
96.0%

女性
4.0%

大学
46.4%

短大・高専
14.2%

高等学校
37.8%

中学校
1.2%

その他学校
0.5%



２級造園施工管理技術検定

試験実施状況及び合格者数

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

受検者
数

合格者
数

合格率
（％）

札　幌 30 12 40.0 40 16 40.0 70 28 40.0

青　森 11 6 54.5 18 8 44.4 29 14 48.3

仙　台 66 32 48.5 72 37 51.4 138 69 50.0

東　京 300 156 52.0 576 294 51.0 876 450 51.4

新　潟 16 8 50.0 38 17 44.7 54 25 46.3

金　沢 29 11 37.9 32 13 40.6 61 24 39.3

名古屋 94 48 51.1 168 85 50.6 262 133 50.8

大　阪 106 57 53.8 269 131 48.7 375 188 50.1

広　島 24 8 33.3 48 27 56.3 72 35 48.6

高　松 24 14 58.3 55 23 41.8 79 37 46.8

福　岡 81 41 50.6 143 65 45.5 224 106 47.3

鹿児島 23 11 47.8 28 8 28.6 51 19 37.3

那　覇 10 7 70.0 25 11 44.0 35 18 51.4

計 814 411 50.5 1,512 735 48.6 2,326 1,146 49.3

（参考　令和５年度）

計 916 460 50.2 1,760 941 53.5 2,676 1,401 52.4

※１　「第一次検定・第二次検定」同時受検者の内、第一次検定に合格し第二次検定を受検した者
※２　「第二次検定」のみを受検した者

試験地
第一次検定・第二次検定※１ 第二次検定※２ 合計

　当該技術検定は令和６年１1月１7日に実施。受検者数と合格者数、合格率は下記のとおり
であり、合格基準は得点が６０％以上。

・令和6年度の2,326名が受検。令和5年度の2,676名と比して350名の減少。
・令和6年度の1,146名が合格。令和5年度の1,401名と比して255名の減少。
・令和6年度の合格率は49.3%。令和5年度の52.4%と比して3.1%の減少。

　今回合格を発表した第二次検定は、旧受検資格の「学歴ごとに定められている卒業後の一
定の実務経験年数を有する者」と、新受検資格の「学歴に関係なく第一次検定合格後の一定
の実務経験年数を有する者」が受検可能となっている（なお令和１０年度までは、制度改正前
の第二次検定の旧受検資格での受検が可能となる経過措置が設けられている）。



２級造園施工管理技術検定

「第二次検定」合格者　属性

（属性のパーセンテージは、小数第２位を四捨五入しております。）

①試験地別

②勤務先別

③年齢別

④男女別

⑤学歴別

札幌
2.4%

青森
1.2%

仙台
6.0%

東京
39.3%

新潟
2.2%

金沢
2.1%

名古屋
11.6%

大阪
16.4%

広島
3.1%

高松
3.2%

福岡
9.2%

鹿児島
1.7%

那覇
1.6%

公務員・独法等
4.0%

大臣許可造園工事業
10.1%

大臣許可その他
4.5%

知事許可造園工事業
50.3%

知事許可その他
18.8%

建設業許可無し
4.2%

建設コンサルタント
0.6%

その他
7.3%

２５歳未満
7.2%

２５歳～２９歳
19.5%

３０歳～３４歳
12.9%

３５歳～３９歳
12.3%

４０歳～４４歳
13.0%

４５歳～４９歳
13.6%

５０歳～５４歳
10.7%

５５歳以上
10.6%

男性
80.7%

女性
19.3%

大学
38.0%

短大・高専
12.7%

高等学校
41.6%

中学校
7.7%

その他学校
0.1%


